
令　和　６　年　度

水　道　事　業　会　計　予　算　書

本　　巣　　市





議案第　２２　号

　　（総　則）
第１条　令和６年度本巣市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

　　（業務の予定量）
第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

　　　　　（１） 給水戸数 11,301  戸
　　　　　（２） 年間総給水量 4,108,000  ㎥
　　　　　（３） 一日平均給水量 11,255  ㎥
　　　　　（４） 建設改良工事費 410,445  千円

　　　　　　　　　　主要な建設改良工事主要な建設改良工事 90,364  千円
95,757  千円

119,801  千円
104,523  千円

　　（収益的収入及び支出）
第３条　収益的収入及び支出の予定額は、 次のとおりと定める。

920,000  千円
600,737  千円
319,263  千円

894,000  千円
846,709  千円
38,499  千円

202  千円
8,590  千円

令和６年度　 本巣市水道事業会計予算

浄 水 場 整 備
地 震 対 策
配 水 管 拡 張
配 水 管 改 良

　　　　 収　　　　　　　　　入　　　
　　　　　 第１款　 水 道 事 業 収 益
　　　　　 　第１項 営 業 収 益
　　　　　 　第２項 営 業 外 収 益

　　　　 支　　　　　　　　　出　　　
　　　　　 第１款　 水 道 事 業 費 用
　　　　　 　第１項 営 業 費 用
　　　　　 　第２項 営 業 外 費 用
　　　　　 　第３項 特 別 損 失
　　　　　 　第４項 予 備 費
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　　（資本的収入及び支出）
第４条　資本的収入及び支出の予定額は、 次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額　368,522　千円は過年度分損益勘定留保資金　122,113　千円、
　当年度分損益勘定留保資金　198,050　千円、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額　48,359　千円で補てんするものとする。）。

387,504  千円
250,000  千円
24,150  千円
88,120  千円
25,234  千円

756,026  千円
410,445  千円
345,581  千円

　　（企業債）
第５条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

　　（一時借入金）
第６条　一時借入金の限度額は、 274,150 　千円と定める。

　　（予定支出の各項の経費の金額の流用）
第７条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

　　　　　（１） 第８条に定める経費を除き、予定支出の各項の経費及び各項の間の経費

　　　　 収　　　　　　　　　入　　　
　　　　　 第１款　 資 本 的 収 入
　　　　　 　第１項 企 業 債
　　　　　 　第２項 国 庫 補 助 金
　　　　　 　第３項 負 担 金
　　　　　 　第４項 加 入 金

　　　　 支　　　　　　　　　出　　　
　　　　　 第１款　 資 本 的 支 出
　　　　　 　第１項 建 設 改 良 費
　　　　　 　第２項 企 業 債 償 還 金

起債の目的 限　　度　　額 起債の方法 利　　　 　　　率 償　　還　　の　　方　　法
３．０％以内

（ただし、 利率見直し方式で借り入れる 政府資金については、 その融資条件により、 銀行その他
の場合にはその債権者と協定するものによる。 ただし、企

金については、 利率の見直しを行った後 業財政その他の都合により措置期間及び償還期間を短縮
 においては当該見直し後の利率）  し、 又は繰上償還することができる。

建設改良費 250,000千円 証書借入 政府資金及び地方公共団体金融機構資



　　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）
第８条　次に掲げる経費については、 その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、 議会の議決を経なければ

ならない。

　　　　　（１） 職員給与費 40,703 　千円

　　（他会計からの補助金）
第９条　経営健全化のための一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、

　　（たな卸資産購入限度額）
第１０条　たな卸資産購入限度額は、　25,934　千円と定める。

　　　　　　　令和６年３月７日　　　提 　出

本巣市長　　藤　原　　勉

180,968 千円である。
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（単位：千円）

予　定　額 備            考

1 水道事業収益 920,000

1 営業収益 600,737

1 給水収益 564,790 水道料金

2 受託工事収益 32,733 給水取出及び道路改良等に伴う補償費

3 その他営業収益 395 手数料

4 他会計負担金 2,819 消火栓使用料負担金、消火栓維持管理負担金

2 営業外収益 319,263

1 受取利息及び配当金 1,770 利子、利息

2 他会計補助金 180,968 一般会計補助金

3 長期前受金戻入 128,604 国県補助、工事負担金等減価償却費相当分

4
消費税及び地方消費税
還付金

1 消費税還付金

5 雑収益 200 その他雑収益、不用品売却収益

6 補助金 7,720 補助金

令和６年度本巣市水道事業会計予算実施計画

収益的収入及び支出

収　　　入

款 項 目



（単位：千円）

予　定　額 備            考

1 水道事業費用 894,000

1 営業費用 846,709

1 原水及び浄水費 115,491 電気保守点検、浄水場等修繕費等

2 配水及び給水費 187,335 水質検査委託料、漏水等修繕費、動力費等

3 受託工事費 34,297 給水取出及び道路改良等に伴う配水管布設替工事

4 業務費 11,505 メーター検針委託料

5 総係費 70,155 給料、手当、賞与引当金繰入額、法定福利費等

6 減価償却費 419,282 固定資産減価償却費

7 資産減耗費 8,644 固定資産除却費

2 営業外費用 38,499

1 支払利息 28,731 企業債利息

2 雑支出 9,768

3 特別損失 202

1 過年度損益修正損 202

4 予備費 8,590

1 予備費 8,590

支　　　出

款 項 目
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（単位：千円）

予　定　額 備            考

1 資本的収入 387,504

1 企業債 250,000

1 企業債 250,000 公営企業債

2 国庫補助金 24,150

1 国庫補助金 24,150 重要給水、緊急時用連絡管整備事業補助金

3 負担金 88,120

1 一般会計負担金 12,500 消火栓設置負担金

2 工事負担金 75,620 配水管拡張、改良工事負担金

4 加入金 25,234

1 加入金 25,234 新規加入金

資本的収入及び支出

収　　　入

款 項 目



（単位：千円）

予　定　額 備            考

1 資本的支出 756,026

1 建設改良費 410,445

1 配水設備拡張費 111,237 設計委託、拡張工事費

2 配水設備改良費 282,635 設計委託、改良工事費

3 営業設備費 16,573 メーター購入費

2 企業債償還金 345,581

1 企業債償還金 345,581

支　　　出

款 項 目
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1 業務活動によるキャッシュ・フロ－ 3 財務活動によるキャッシュ・フロ－

当年度純利益(△は損失) 13,367 建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 250,000

減価償却費 419,282 建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 345,581

貸倒引当金の増減額（△は減少） 300 財務活動によるキャッシュ・フロ－ △ 95,581

長期前受金戻入額 △ 128,604

受取利息及び受取配当金 △ 1,770 資金増加額（又は減少額） △ 4,404

支払利息及び企業債取扱諸費 28,731 資金期首残高 275,972

未収金の増減額（△は増加） 1,972 資金期末残高 271,568

未払金の増減額（△は減少） △ 33,004

たな卸資産の増減額（△は増加） △ 17

引当金の増減額（△は減少） △ 100

資産減耗費 8,640

小計 308,797

利息及び配当金の受取額 1,770

利息の支払額 △ 28,731

業務活動によるキャッシュ・フロ－ 281,836

2 投資活動によるキャッシュ・フロ－

有形固定資産の取得による支出 △ 374,524

国庫補助金等による収入 24,150

負担金等による収入 81,247

加入金による収入 22,940

投資活動による未収金の増減額（△は増加） 90,674

投資活動による未払金の増減額（△は減少） △ 35,146

投資活動によるキャッシュ・フロ－ △ 190,659

令和６年度　本巣市水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書

  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　（令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで）　　（消費税抜き）                 　（単位：千円）    



　１　総　括 （単位：千円）

（単位：千円）

扶養手当 児童手当 住居手当

120

876

△ 756

180

0

180

567

216

351

給　　与　　費　　明　　細　　書

職　　員　　数 給　　　　　　　与　　　　　　　費

特別職(人) 一般職(人) 報酬 給料 手当 計
区　　　　　分 法定福利費 合　　　　計

本    年    度 15 7 180 21,796 10,598 32,574 8,129 40,703

前    年    度 15 9 180 30,214 15,458 45,852 12,790 58,642

比　　　　　較 0 △2 0 △8,418 △4,860 △13,278 △4,661 △17,939

区　　 分 管理職手当 期末勤勉手当 時間外勤務手当

本 年 度 797 7,943 716

通勤手当

275

前 年 度 1,274 11,509 1,110

比　　 較 △ 477 △ 3,566 △ 394

473

△ 198

手当の内訳
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　ア　会計年度任用職員以外の職員 （単位：千円）

（単位：千円）

8,129

職　　員　　数 給　　　　　　　与　　　　　　　費

特別職(人) 一般職(人) 報酬 給料 手当 計

本    年    度 15 5 180 18,457 10,058 28,695 36,824

前    年    度 15 7 180 27,148 15,004 42,332 12,790 55,122

比　　　　　較 0 △2 0 △8,691 △4,946 △13,637 △4,661 △18,298

区　　 分 管理職手当 通勤手当 時間外勤務手当

本 年 度 797 200 716

期末勤勉手当

7,478

扶養手当

120

住居手当

567

児童手当

180

前 年 度 1,274 398 1,110

比　　 較 △ 477 △ 198 △ 394

11,130

△ 3,652

876

△ 756

216

351

0

180

区　　　　　分 法定福利費 合　　　　計

手当の内訳



　イ　会計年度任用職員 （単位：千円）

（単位：千円）

0

0

0

379

86

扶養手当

0

0

0

児童手当

0

0

0

職　　員　　数 給　　　　　　　与　　　　　　　費

特別職(人) 一般職(人) 報酬 給料 手当 計

本    年    度 0 2 0 3,339 540 3,879

0 359

3,879

前    年    度 0 2 0 3,066 454 3,520 0 3,520

住居手当

0

比　　　　　較 0 0 0 273 86 359

区　　　　　分 法定福利費 合　　　　計

手当の内訳
前 年 度 0 75 0

比　　 較 0 0 0

区　　 分 管理職手当 通勤手当 時間外勤務手当

本 年 度 0 75 0

期末手当

465
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　２　給料及び手当の増減額の明細 （単位：千円）

△8,784

△ 3,640

△ 477
△756
180
351

△198
△394

　３　給料及び手当の状況
（１）　職員１人当たり給与

(円)
(円)
(歳)
(円)
(円)
(歳)

管理職手当

児童手当

区　　　　　分 増　　減　　額 増　減　事　由　別　内　訳 説　　　　明 備　　　　　考

制度改正に伴う増減分 281

会計間異動による増

期末勤勉手当

扶養手当

住居手当
通勤手当
時間外勤務手当

区　　　　　　　　　　　　　　　分 一般行政職
平 均 給 料 月 額 319,142

令和５年　１月　１日現在
平 均 給 料 月 額 321,671
平 均 給 与 月 額 339,400
平 均 年 齢 41

昇給に伴う増加分 85

その他の増減分 △8,784

制度改正に伴う増減分 74

その他の増減分 △4,934

令和６年　１月　１日現在 平 均 給 与 月 額 352,297
平 均 年 齢 41

給　　　　　料 △8,418

手　　　　　当 △4,860



（２）　初任給

（３）　級別職員数

（級別の標準的な職務内容）

一般会計の制度

一般行政職　(円)

高　　　　校　　　　卒 166,600　　 166,600　　

区　分 一般行政職　(円)

大　　　　学　　　　卒 196,200　　 196,200　　

一　　　般　　　行　　　政　　　職

級 職　員　数　(人) 構　成　比　(％)

７　級 1 14.3　

区　分

６　級 1 14.3　

５　級 0 0.0　

４　級 1 14.3　

３　級 2 28.6　

２　級 1 14.2　

１　級 1 14.3　

合　　　　計 7 100.0　

７　級 1 14.3　

６　級 1 14.3　

５　級 0 0.0　

４　級 1 14.3　

３　級 2 28.6　

２　級 1 14.2　

１　級 1 14.3　

合　　　　計 7 100.0　

区　　　分 ７級 ６級 ５級 ４級 ３級

主事の職務

２級

部長・次長の職務 参事・課長の職務 主幹・総括課長補佐の 課長補佐・係長の職務 主査の職務 主任の職務

１級

行　　政　　職 職務

令和６年　１月　１日現在

令和５年　１月　１日現在
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（４）　昇給

(Ａ)

(Ｂ)

１号

２号

４号

６号

８号

(Ａ)

(Ｂ)

１号

２号

４号

６号

８号

（５）　特殊勤務手当

職　　　員　　　数 (人) 7　 7　

昇給に係る職員数 (人) 6　 6　

区　　　　　　　　　　　　　　　　　分 合　　　　　　　　　計

本

年

度

(人) 2　 2　

(人) 0　 0　

一　　般　　行　　政　　職

比　　　　率　　　　　　(Ｂ)　／　(Ａ)　　　(％) 85.71 85.71

号給数別内訳

(人) 0　 0　

(人) 0　 0　

(人) 4　 4　

職　　　員　　　数 (人) 7　 7　

昇給に係る職員数 (人) 6　 6　

(人) 0　 0　

(人) 0　 0　

(人) 6　 6　

(人) 0　 0　

(人) 0　 0　

比　　　　率　　　　　　(Ｂ)　／　(Ａ)　　　(％) 85.71 85.71

　給料総額に対する比率　　(％) 0.0　 0.0　

　代表的な特殊勤務手当の名称

　支給対象職員の比率　　　(％)

　(令和６年１月１日現在)

　支給対象職員１人当たり　(円)
　平均支給月額

0　 0　

一　　般　　行　　政　　職区　　　　　　　分 全　　　　　職　　　　　種

0.0　 0.0　

前

年

度

号給数別内訳



（６）　期末手当・勤勉手当

　※（　）内は、再任用職員の支給率について外書き

（７）　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当(令和６年１月１日現在）

（８）　その他の手当

支　給　期　別　支　給　率 支　給　率　計 職制上の段階、職務の級等

前　　　年　　　度 (1.150)　2.200 (1.150)　2.200 (2.30)　4.40 有

一 般 会 計 の 制 度 (1.175)　2.250 (1.175)　2.250 (2.35)　4.50 有

本　　　年　　　度 (1.175)　2.250 (1.175)　2.250 (2.35)　4.50 有

定年前早期退職特例措置　（２～４５％加算）

６月　(月分) １２月　(月分) ( 月　分 ) による加算措置

２０年勤続の者 ２５年勤続の者 ３５年勤続の者 最高限度

　　　　　　(月分) 　　　　　(月分) 　　　　　(月分)　　　　 (月分)

差　　異　　の　　内　　容

退職前役職調整措置

（最高月額６万５千円、最多月数６０月加算）

定年前早期退職特例措置　（２～４５％加算）

退職前役職調整措置

（最高月額６万５千円、最多月数６０月加算）

扶　　　　養　　　　手　　　　当 同　　　　　　　じ

一般会計の制度
（支給率等）

24.586875 33.270750 47.709000 47.709000

住　　　　居　　　　手　　　　当 同　　　　　　　じ

通　　　　勤　　　　手　　　　当 同　　　　　　　じ

区　　　　　　　　　分 一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同

区　　　　　　　分 備　考

区　　 分 その他の加算措置等 備　考

支給率等 24.586875 33.270750 47.709000 47.709000

－15－



－16－

（単位：円）

1 3

(1) (1)

イ 211,994,159
イ

4,285,490,506

ロ 1,387,864,303

△ 442,102,400 945,761,903 4,285,490,506

ハ 10,898,642,526 4,285,490,506

△ 4,687,579,110 6,211,063,416 4

ニ 3,057,308,275 (1)

△ 2,044,860,915 1,012,447,360
イ

ホ 5,952,410 343,618,075

△ 1,505,700 4,446,710 343,618,075

ヘ 3,600,000 (2) 83,045,160

8,389,313,548 (3)

(2) イ 4,458,000

イ 80,300 4,458,000

80,300 431,121,235

(3) 5

イ 380,000,000 (1)

380,000,000 イ 339,208,296

8,769,393,848 △ 237,706,353 101,501,943

2 ロ 1,113,894,868

(1) 271,567,809 △ 436,959,757 676,935,111

(2) 67,498,395 ハ 162,717,438

(3) △ 1,295,393 66,203,002 △ 71,457,417 91,260,021

(4) 148,367 ニ 853,420,659

337,919,178 △ 220,748,478 632,672,181

9,107,313,026 ホ 2,155,832,019

△ 1,183,645,687 972,186,332収 益 化 累 計 額

貯 蔵 品 工 事 負 担 金

流 動 資 産 合 計 収 益 化 累 計 額

資 産 合 計 一 般 会 計 繰 入 金

現 金 預 金 収 益 化 累 計 額

未 収 金 県 補 助 金

貸 倒 引 当 金 収 益 化 累 計 額

投資その他資産合計 受 贈 財 産 評 価 額

固 定 資 産 合 計 収 益 化 累 計 額

流 動 資 産 国 庫 補 助 金

無形固定資産合計 流 動 負 債 合 計

投 資 そ の 他 資 産 繰 延 収 益

投 資 有 価 証 券 長 期 前 受 金

有形固定資産合計 引 当 金

無 形 固 定 資 産 賞 与 引 当 金

電 話 加 入 権 引 当 金 合 計

減価償却費累計額
建設改良費等の財源に
充てるための企業債

工具・器具及び備品

減価償却費累計額 企 業 債 合 計

建 設 仮 勘 定 未 払 金

機 械 及 び 装 置 企 業 債

有 形 固 定 資 産 企 業 債

土 地
建設改良費等の財源に
充てるための企業債

建 物

減価償却費累計額 企 業 債 合 計

令和６年度　本巣市水道事業会計予定貸借対照表

（令和７年３月３１日）　　（消費税抜き）

資　　産　　の　　部 負　　債　　の　　部

固 定 資 産 固 定 負 債

構 築 物 固 定 負 債 合 計

減価償却費累計額 流 動 負 債



（単位：円）

へ 405,867,485

△ 180,096,176 225,771,309

2,700,326,897

2,700,326,897

7,416,938,638

6

(1)

イ 321,526,504

ロ 1,413,101

ハ 919,645,225

1,242,584,830

1,242,584,830

7

(1)

イ 79,639,000

ロ 63,000,000

ハ 50,000,000

ニ 255,150,558

447,789,558

447,789,558

1,690,374,388

9,107,313,026

建 設 改 良 積 立 金

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

資 本 金 合 計

資 本 金 合 計

剰 余 金

利 益 剰 余 金

減 債 積 立 金

利 益 積 立 金

資　　本　　の　　部

資 本 金

資 本 金

固 有 資 本 金

組 入 資 本 金

繰 入 資 本 金

加 入 金

収 益 化 累 計 額

長 期 前 受 金 合 計

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計
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[ 令和６年度財務諸表に関する注記 ]

Ⅰ.  重要な会計方針
　１．固定資産の減価償却の方法
　（１）有形固定資産　
　　　・減価償却の方法　　        定額法による。　　
　　　・主な耐用年数

   建物 １５～６０年
   構築物 １６～４０年
   機械及び装置 　８～１６年
   工具、器具及び備品 　５～１５年

　２．引当金の計上方法
　（１）退職給付引当金   
　　  　岐阜県市町村職員退職手当組合に支払う負担金については、毎事業年度支払う一定の負担金（一般負担金）のみを水道事業が負担
　　　しており、積立金の不足等に応じて発生する追加的な費用負担をすべて一般会計が負担することとしているため、退職給付引当金は
　　　計上していない。
　（２）賞与引当金   
　　　  職員の期末勤勉手当及び期末勤勉手当に係る法定福利費の支給に備えるため、当年度末における支給見込み額に基づき、当年度の
　　　負担に属する額（１２月から３月までの４ヵ月分）を計上している。
　（３）貸倒引当金　
　      債権の不納欠損による損失に備えるため、回収不能見込額を計上している。
　３．消費税及び地方消費税の会計処理
 　　 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。
Ⅱ.　その他
　１．引当金の取崩し
　（１）賞与引当金
　　　  当年度において、期末勤勉手当（期末勤勉手当に係る法定福利費を含む）を支給するため、賞与引当金４，５５８千円を取崩すこ
　　　ととしている。
　２．他会計補助金の充当
　（１）収益的収入
　     水道事業収益中一般会計補助金１８０，９６８千円については、職員給与費（特定収入以外）、企業債利息（特定収入以外）、減価
     償却費（特定収入以外）に充当することとしている。



（単位：円）

1

437,220,000 7,247,000

14,892,000 5

573,000 (1) 200,000 200,000 200,000

2,742,000 455,427,000 7,047,000

2 234,736,558

96,729,000 0

159,735,000 241,783,558

14,892,000

5,322,000

63,489,000

416,984,000

27,560,000

0 784,711,000

329,284,000

3

1,770,000

236,777,000

127,570,000

225,000 366,342,000

4

29,561,000

250,000 29,811,000 336,531,000

(4) 雑 収 益

営 業 外 費 用

(1) 支 払 利 息

(2) そ の 他 雑 支 出

(3) 長 期 前 受 金 戻 入

(8) そ の 他 営 業 費 用

営 業 損 失

営 業 外 収 益

(1) 受取利息及び配当金

(2) 他 会 計 補 助 金

(6) 減 価 償 却 費

(7) 資 産 減 耗 費

(4) 業 務 費

(5) 総 係 費

(2) 配 水 及 び 給 水 費 当年度未処分利益剰余金

(3) 受 託 工 事 費

(1) 原 水 及 び 浄 水 費 その他未処分利益剰余金変動額

(2) 受 託 工 事 収 益 特 別 損 失

(3) そ の 他 営 業 収 益 過 年 度 損 益 修 正 損

(4) 他 会 計 負 担 金 当 年 度 純 利 益

営 業 費 用 前年度繰越利益剰余金

令和５年度　本巣市水道事業会計予定損益計算書

（令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで）　　（消費税抜き）

営 業 収 益

(1) 給 水 収 益 経 常 利 益
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（単位：円）

1 3

(1) (1)

イ 211,994,159 イ 4,379,108,581

ロ 1,387,864,303

△ 442,102,400 945,761,903 4,379,108,581

ハ 10,549,211,526 4,379,108,581

△ 4,268,297,110 6,280,914,416 4

ニ 3,041,543,275 (1)

△ 2,044,860,915 996,682,360 イ 345,580,785

ホ 5,264,410

△ 1,505,700 3,758,710 345,580,785

ヘ 3,600,000 (2) 151,196,051

8,442,711,548 (3)

(2) イ 4,558,000

イ 80,300 4,558,000

80,300 501,334,836

(3) 5

イ 380,000,000 (1)

380,000,000 イ 339,208,296

8,822,791,848 △ 231,241,353 107,966,943

2 ロ 1,089,744,868

(1) 275,972,379 △ 395,614,757 694,130,111

(2) 160,144,511 ハ 162,717,438

(3) △ 995,393 159,149,118 △ 65,945,417 96,772,021

(4) 131,357 ニ 784,673,659

435,252,854 △ 204,813,478 579,860,181

9,258,044,702 ホ 2,143,332,019

△ 1,133,549,687 1,009,782,332

貯 蔵 品 工 事 負 担 金

流 動 資 産 合 計 収 益 化 累 計 額

資 産 合 計 一 般 会 計 繰 入 金

収 益 化 累 計 額

現 金 預 金 収 益 化 累 計 額

未 収 金 県 補 助 金

貸 倒 引 当 金 収 益 化 累 計 額

投資その他資産合計 受 贈 財 産 評 価 額

固 定 資 産 合 計 収 益 化 累 計 額

流 動 資 産 国 庫 補 助 金

無形固定資産合計 流 動 負 債 合 計

投 資 そ の 他 資 産 繰 延 収 益

投 資 有 価 証 券 長 期 前 受 金

有形固定資産合計 引 当 金

無 形 固 定 資 産 賞 与 引 当 金

電 話 加 入 権 引 当 金 合 計

建 設 仮 勘 定 未 払 金

構 築 物 固 定 負 債 合 計

減価償却費累計額 流 動 負 債

機 械 及 び 装 置 企 業 債

減価償却費累計額
建設改良費等の財源に
充てるための企業債工 具 ・ 器 具 及び 備品

減価償却費累計額 企 業 債 合 計

減価償却費累計額 企 業 債 合 計

令和５年度　本巣市水道事業会計予定貸借対照表

（令和６年３月３１日）　　（消費税抜き）

資　　産　　の　　部 負　　債　　の　　部

固 定 資 産 固 定 負 債

有 形 固 定 資 産 企 業 債

土 地
建設改良費等の財源に
充てるための企業債建 物



（単位：円）

へ 382,927,485

△ 170,845,176 212,082,309

2,700,593,897

2,700,593,897

7,581,037,314

6

(1)

イ 321,526,504

ロ 1,413,101

ハ 919,645,225

1,242,584,830

1,242,584,830

7

(1)

イ 79,639,000

ロ 63,000,000

ハ 50,000,000

ニ 241,783,558

434,422,558

434,422,558

1,677,007,388

9,258,044,702負 債 資 本 合 計

利 益 積 立 金

建 設 改 良 積 立 金

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

減 債 積 立 金

負 債 合 計

資　　本　　の　　部

資 本 金

資 本 金

固 有 資 本 金

組 入 資 本 金

繰 入 資 本 金

資 本 金 合 計

資 本 金 合 計

剰 余 金

利 益 剰 余 金

繰 延 収 益 合 計

加 入 金

収 益 化 累 計 額

長 期 前 受 金 合 計
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[ 令和５年度財務諸表に関する注記 ]

Ⅰ.  重要な会計方針
　１．固定資産の減価償却の方法
　（１）有形固定資産　
　　　・減価償却の方法　　        定額法による。　　
　　　・主な耐用年数

   建物 １５～６０年
   構築物 １６～４０年
   機械及び装置 　８～１６年
   工具、器具及び備品 　５～１５年

　２．引当金の計上方法
　（１）退職給付引当金   
　　  　岐阜県市町村職員退職手当組合に支払う負担金については、毎事業年度支払う一定の負担金（一般負担金）のみを水道事業が負担
　　　しており、積立金の不足等に応じて発生する追加的な費用負担をすべて一般会計が負担することとしているため、退職給付引当金は
　　　計上していない。
　（２）貸倒引当金　
　      債権の不納欠損による損失に備えるため、回収不能見込額を計上している。
　（３）賞与引当金   
　　　  職員の期末勤勉手当及び期末勤勉手当に係る法定福利費の支給に備えるため、当年度末における支給見込み額に基づき、当年度の
　　　負担に属する額（１２月から３月までの４ヵ月分）を計上している。
　３．消費税及び地方消費税の会計処理
 　　 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。
Ⅱ.　その他
　１．引当金の取崩し
　（１）賞与引当金
　　　  当年度において、期末勤勉手当（期末勤勉手当に係る法定福利費を含む）を支給するため、賞与引当金４，５１３千円を取崩すこ
　　　ととしている。
　２．他会計補助金の充当
　（１）収益的収入
　     水道事業収益中一般会計補助金２３６，７７７千円については、職員給与費（特定収入以外）、企業債利息（特定収入以外）、減価
     償却費（特定収入以外）に充当することとしている。



（単位：千円）

金            額

1
水道事業収
益

920,000 867,000 53,000

1 営業収益 600,737 500,637 100,100

1 給水収益 564,790 480,972 83,848 1 給水収益 564,790 水道料金 564,790

2
受託工事収
益

32,733 16,380 16,353 1
受託工事収
益

32,733 受託工事収益 32,733

3
その他営業
収益

395 573 △ 178 1
その他営業
収益

395 給水工事店指定手数料 392

材料検査手数料 2

雑収益 1

4
他会計負担
金

2,819 2,742 77 1
他会計負担
金

2,819 消火栓使用料負担金 319

消火栓維持管理負担金 2,500

2 営業外収益 319,263 366,363 △ 47,100

1
受取利息及
び配当金

1,770 1,770 0 1
受取利息及
び配当金

1,770 預金利子 4

有価証券利息 1,766

2
他会計補助
金

180,968 236,777 △ 55,809 1
他会計補助
金

180,968 一般会計補助金 180,968

3
長期前受金
戻入

128,604 127,570 1,034 1
長期前受金
戻入

128,604 受贈財産評価額戻入 6,465

国庫補助金戻入 41,345

県補助金戻入 5,512

工事負担金戻入 15,935

一般会計負担金戻入 50,096

加入金戻入 9,251

4
消費税及び
地方消費税
還付金

1 0 1 1
消費税及び
地方消費税
還付金

1 消費税及び地方消費税還付金 1

5 雑収益 200 246 △ 46 1 雑収益 200 その他雑収益 100

不用品売買収益 100

6 補助金 7,720 0 7,720 1 補助金 7,720 補助金 7,720

令和６年度本巣市水道事業会計予算実施計画明細書

収益的収入及び支出

収　　　入

節

区            分
款 項 目 本年度予定額 前年度予定額 比較 説            明
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（単位：千円）

金            額

1
水道事業費
用

894,000 856,000 38,000

1 営業費用 846,709 815,769 30,940

1
原水及び浄
水費

115,491 106,350 9,141 1 備消品費 44 その他 44

2 委託料 60,776 浄水場等電気保守点検委託料 57,314

修繕設計委託料 1,345

除草委託料 1,648

消防用設備等保守点検委託料 73

水道施設清掃委託料 396

3 修繕費 52,004 浄水場等修繕費 52,004

4 薬品費 2,667 次亜塩素酸ナトリウム代 2,667

2
配水及び給
水費

187,335 174,689 12,646 1 備消品費 249 備消品費 103

塩素測定試薬代 146

2 燃料費 187 軽油代 184

混合オイル代 3

3 通信運搬費 1,305 緊急通報システム料金 689

緊急通報用携帯電話料金 616

4 委託料 33,927 弁類の保守点検委託料 368

漏水調査業務委託料 5,011

配管管理システム委託料 7,474

水質検査委託料 10,332

検便委託料 20

固定資産台帳委託料 4,602

その他委託料 6,120

5 賃借料 6,266 テレメーター回線使用料 6,126

土地借上料 103

データ使用料 37

6 修繕費 78,216 漏水等修繕費 42,082

メーター取替代 24,734

給水管接続替工事費 11,400

7 動力費 66,423 施設電気料金 66,423

8 負担金 762 負担金 762

本年度予定額

支　　　出

節

区            分
説            明款 項 目 前年度予定額 比較



（単位：千円）

金            額

3 受託工事費 34,297 16,380 17,917 1 委託料 1,104 工事設計委託料 1,104

2 工事費 33,193 工事費 33,193

4 業務費 11,505 5,853 5,652 1 委託料 11,505 メーター検針委託料 11,505

5 総係費 70,155 67,953 2,202 1 給料 21,796 給料 21,796

2 手当 10,598 管理職手当 797

扶養手当 120

通勤手当 275

時間外勤務手当 716

期末・勤勉手当 7,943

児童手当 180

住居手当 567

3
賞与引当金
繰入額

4,458 賞与引当金繰入額 4,458

4 法定福利費 8,129 職員共済組合負担金 5,431

公務災害補償負担金 61

職員共済組合追加負担金 234

恩給条例給付負担金 3

職員退職手当組合負担金 2,400

5 報酬 180 水道事業運営審議会委員報酬 180

6 旅費 408 旅費 408

7 備消品費 92 事務用品代 88

その他 4

8 印刷製本費 1,122 水道料金関係用紙 1,122

9 通信運搬費 1,637 郵送料 1,155

システム利用料 482

10 委託料 16,760 ハンディ保守委託料 768

水道料金システム委託料 15,992

11 賃借料 2,046 サービス使用料 2,046

12 手数料 2,009 口座振替手数料 606

コンビニ手数料 780

指定金融機関事務取扱手数料 405

振込手数料 218

節

区            分
款 項 目 本年度予定額 前年度予定額 比較 説            明

－25－



－26－

（単位：千円）

金            額

13 会費負担金 155 日本水道協会負担金 154

県簡易水道協会負担金 1

14 保険料 205 施設保険料 205

15
貸倒引当金
繰入額

300 貸倒引当金繰入額 300

25 研修費 260 研修費 260

6 減価償却費 419,282 416,984 2,298 1
有形固定資
産減価償却
費

419,282 建物減価償却費 34,287

構築物減価償却費 257,800

機械及び装置減価償却費 126,307

工具、器具及び備品減価償却費 888

7 資産減耗費 8,644 27,560 △ 18,916 1
固定資産除
却費

8,640 構築物除却費 2,273

機械及び装置除却費 6,367

2
たな卸資産
減耗費

4 たな卸資産減耗費 4

2 営業外費用 38,499 31,698 6,801

1 支払利息 28,731 29,561 △ 830 1 支払利息 28,731 企業債利息 28,731

2 雑支出 9,768 0 9,768 1 雑支出 9,768 特定収入仮払消費税振替 9,768

3
消費税及び
地方消費税

0 2,137 △ 2,137 1
消費税及び
地方消費税

0 消費税及び地方消費税

3 特別損失 202 220 △ 18

1
過年度損益
修正損

202 220 △ 18 1
過年度損益
修正損

202 過年度損益修正損 202

4 予備費 8,590 8,313 277

1 予備費 8,590 8,313 277 1 予備費 8,590 予備費 8,590

節

区            分
款 項 目 本年度予定額 前年度予定額 比較 説            明



（単位：千円）

金            額

1 資本的収入 387,504 354,658 32,846

1 企業債 250,000 142,900 107,100

1 企業債 250,000 142,900 107,100 1 企業債 250,000 公営企業債 250,000

2 国庫補助金 24,150 29,500 △ 5,350

1 国庫補助金 24,150 29,500 △ 5,350 1 国庫補助金 24,150 国庫補助金 24,150

3 負担金 88,120 166,143 △ 78,023

1
一般会計負
担金

12,500 12,500 0 1
一般会計負
担金

12,500 一般会計負担金 12,500

2 工事負担金 75,620 153,643 △ 78,023 1 工事負担金 75,620 配水管拡張工事負担金 75,620

4 加入金 25,234 16,115 9,119

1 加入金 25,234 16,115 9,119 1 加入金 25,234 新規加入金 25,234

収　　　入

節

区            分
款 項 目 本年度予定額 前年度予定額 比較 説            明

資本的収入及び支出

－27－



－28－

（単位：千円）

金            額

1 資本的支出 756,026 728,741 27,285

1 建設改良費 410,445 376,195 34,250

1
配水設備拡
張費

111,237 78,276 32,961 1 委託料 3,893 工事設計委託料 3,893

2 工事費 107,344 工事費 107,344

2
配水設備改
良費

282,635 296,707 △ 14,072 1 委託料 32,478 工事設計委託料 32,478

2 工事費 250,157 工事費 250,157

3 営業設備費 16,573 1,212 15,361 1 材料費 15,250 新規加入分のメーター 15,250

2
工具、器具
及び備品購
入費

1,323 工具、器具及び備品購入費 1,323

2
企業債償還
金

345,581 352,546 △ 6,965

1
企業債償還
金

345,581 352,546 △ 6,965 1
企業債償還
金

345,581 企業債償還金 345,581

区            分

支　　　出

節
款 項 目 本年度予定額 前年度予定額 比較 説            明


